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Abstract
People of Japan have often had heavy losses in natural disasters. Therefore, we think that natural disasters 
are a high risk for us, and we need protection against them to minimize losses. However, many previous stud-
ies indicated that perception of risk does not lead to preventive behavior for natural disasters.
This study examined the psychological model of earthquake preparedness behaviors. The hypothetical 
model was based on the theory of planned behavior, which explained the relationship among earthquake pre-
paredness behaviors, behavioral intention, and behavioral willingness. In addition, we presumed that behav-
ioral intention was influenced by injunctive norm, and behavioral willingness was affected by descriptive 
norm. In a previous study, it was indicated that risk-averse behavior was influenced by two processes: situa-
tion-oriented and goal-oriented processes. In this study, we classified precautionary behavior by factor analy-
sis, and examined the hypothetical model with the two processes in term of risk-averse behavior. A question-
naire-based survey was administered to 210 undergraduate students. The study revealed that earthquake 
preparedness behaviors comprised three factors: preparing for evacuating, information-sharing among family 
members, and ensuring oneʼs safety in houses. These behaviors were influenced by behavioral intention and 




















































































調査参加者 調査参加者は，武庫川⼥⼦⼤学の学⽣ 210 名であった。回答に不備のあったものを除き，
有効回答数は184 名であった。また，分析対象者の平均年齢は19.78 歳 (SD = 1.00) であった。 
調査期間 2016 年11 ⽉から12 ⽉に質問紙調査を⾏った。 
調査内容 質問紙の表紙に，無記名で実施し，プライバシーを保護することを明記した。その上で質問
紙を配布し，その場で回答を求めた。調査項⽬は，⼤友・広瀬 3) および⼤友・岩崎 11) で⽤いられた調査
項⽬を⼀部改編，再構成した。個⼈属性 (性別，年齢，所属学科) 以外の調査項⽬については以下のとお
りである。なお，(2) および (4)から(9) の項⽬は，“1. 全くそう思わない”から“7. ⾮常にそう思う”の7
段階尺度で回答を求めた。 
( 1 ) 地震危険度認知 「地震」について“1. 全く危険でない”から“4. ⾮常に危険だ”の4 段階尺度上で回
答を求めた。 
( 2 ) 地震のリスク認知 「⾃分が地震に対する備えをしなければ，地震が起きたとき，⼤変なことにな
る」，「⾃分が地震に対する備えをしなくても，国や⾃治体が⾏っているので，⼤変なことにはならない」






























具 1 行動を分類し，2．仮説モデル（Figure.1） づき，分類された地震防災行動
を規定する要因の検討をお
方　
調査参加者　調査参 女子大学の学生 210 名であった。回答に不備のあったものを除き，
有効回答数は 184 名であった。ま は 19.78 （S  = 1.00）で
調査期間　2016 年 11 月から 12 月に質問紙 行
調査内容　質問紙の表紙に ーを保護することを明記した。その上で質問
紙を配布し，その場で 目は，大友・広瀬 3）および大友・岩崎 11）で用いられた調査
項目を一部改編， 人属性（ ，年齢，所属学科） 以外の調査項目については以下のと
お お，（2） よび（4）から（9）の項目は，“1．全くそう思わない ” から “7．非常にそう思う ”
の 7 段階尺度で回答を求めた。













































固有値の減衰状況と因子の解釈可能性から 3 因子解を採用した。その結果を Table 1 に示す。
第 1 因子は，「家族との緊急の連絡方法の確認」や「友人や親しい人との緊急の連絡方法の確認」など 4
項目により構成されており，連絡確認行動因子と命名した。第 2 因子は，「部屋の家具，家電，壊れや
すいものの転倒防止対策」や「部屋の出入り口近くに物をおかないようにしている」といった安全確保に
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= .78），第 2 因子（α = .76）および第 3 因子（α = .76）のいずれの因子においてもα係数が .70 を超えてお
り高い信頼性があると判断できる。因子分析の結果から，各因子を構成する項目に対する得点の平均を
下位尺度得点として分析を進める。なお，行動意図 11 項目および行動受容 11 項目については，地震防
Table 1 地震防災行動に関する 11 項目の因子負荷量（最尤法，プロマックス回転）















































































































































デルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 （19, n =184） = 64.73, p < .01, GFI = 




98.73 だったのに対して，修正後は 58.70 となり改善が確認された。そこで，本研究では修正後のモデ
ルを採用した（Figure.3）。





















デルを検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n =184) = 64.73, p < .01, GFI 




















χ2 (19, n =184) = 23.00,  p = .24 
GFI = .97, AGFI = .95, CFI = .98 
RMSEA = .03 
.42** 
*p < .05, ** p < .01  
係数は標準解に基づく  
R 2 = .14 
R 2 = .20 
R 2 = .32 
R 2 = .22 






D11027_71001192_松村憲一・有川詩織.indd   38 2019/02/19   16:14:43
地震防災行動を規定する要因






検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n = 184) = 59.10, p < .01, GFI = .93, 
CFI = .78, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうちCFI およびRMSEA において，基準を満たして
いるとはいえず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実⾏可能性評価から⾏動へのパスを削除し，
防災意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，⼗分適合














χ2 (19, n =184) = 24.70,  p = .17 
GFI = .97, AGFI = .94, CFI = .97 
RMSEA = .04 
.47** 
*p < .05, ** p < .01 
係数は標準解に基づく  
R 2 = .11 
R 2 = .17 
R 2 = .23 
R 2 = .22 















χ2 (19, n =184) = 24.47,  p = .22 
GFI = .97, AGFI = .94, CFI = .98 
RMSEA = .03  
.42** 
*p < .05, ** p < .01  
係数は標準解に基づく  
R 2 = .13 
R 2 = .13 
R 2 = .26 
R 2 = .22 
R 2 = .17 
Figure.3 防災行動の修正モデル






検証するためパス解析を実施した。その結果，適合度は，χ2 (19, n = 184) = 59.10, p < .01, GFI = .93, 
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GFI = .97, AGFI = .94, CFI = .98 
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検証するためパ ，適合度は，χ2 （19, n = 184） = 59.10, p < .01, GFI = .93, CFI 
= .78, RMSEA = 0.11 であった。適合度指標のうち CFI および RMSEA において，基準を満たしていると
は えず，モデルの修正をおこなった。具体的には，実行可能性評価から行動へのパスを削除し，防災
意識から命令的規範へのパスを追加した。修正モデルは，すべての適合度指標において，十分適合して
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